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周知の通り、1945 年に日本から主権・統治権を放棄された台湾は、
1949 年に中華人民共和国 (以下、「中国」と略す。) の建国と中華民国の
台湾遷都により事実上中華民国化された。それ以降、台湾社会は中華民国
の台湾統治により生じた 2つの歴史認識の矛盾を抱えながら中国との関係
の変遷とともに様々な面で変化してきた
( 1 )
。また、1972 年の日中共同声明
により日本政府が中国を唯一の中国として認める国策を採った結果、日本
と台湾は非政府間の実務関係として維持されることになり今日に至ってい
ることも公知の事実である。
日台の間は、非政府間の関係に置かれている状況が続いていても、多く
の自国の国民が相手国に対して友好的な感情を持ち続けていることもあり、
これまで文化活動をはじめとする様々な分野で交流・協力・連携関係が継
続されてきた。とりわけ、急激な経済のグロバール化により、近時に経済
面で更なる緊密な連携関係が進んでおり
( 2 )
、日台間の取引活動が一層活発化
することが予想される。
しかし、法学分野においては、両国は基本的に大陸法系を継受した経験
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産大法学 48巻 3・4 号 (2015. 2)
を有しており、法文化の面でも類似性があるが、相互の交流や比較法研究
がなかなか進んでいない。その背景にはそれぞれ、固有の事情があろうが
( 3 )
、
日台間が非政府関係にとどまるということが、台湾における日本法の研究、
日本における台湾法の研究の妨げの一因であろう。近年、法情報の ICT
化により相互に相手国の実定法律等の法情報を容易に入手できるように
なったものの、相手国の法律の施行の実態、裁判実務の実態といった国の
司法権や行政権の行使、すなわち国家権力の行使に係る法情報については
依然として相互に把握されない部分が多いというのが現状であろう
( 4 )
。この
ような相互の法制度や法実務の状況の把握・理解不足が、両国の裁判実務
において国家権力である司法権に直接関係する相互の判決 (及び仲裁判
断) の承認及び執行に障害をもたらした要因でもあろう。
これをやや敷衍すると、日本の裁判実務において台湾の裁判所判決の日
本での承認・執行の可否について、しばしば、台湾の裁判所の判決が日本
民事訴訟法 118条にいう「外国裁判所」の判決に該当するか、すなわち
「外国裁判所の判決」における「外国」の意味につき日本が国家承認をし
ている国に限られるかという承認対象国適格の有無と、日台間における同
条の 4 号に定められる (以下、「日本 4 号要件」と略す。)「相互の保証」
の有無が問題となる。
前者の問題について、学説では、かつては、「外国裁判所の判決」にお
ける「外国」の意味を日本が国家承認をしている国に限られると解し日本
が国家承認をしない台湾は承認対象国ではなく台湾の裁判所の判決は承認
対象国適格がないという否定的な見解が見られた。しかし今日では、その
否定的な見解が修正されたこともあり、全体として国際法上の承認の有無
を問わず、日本が国家承認をしない国でも承認対象国適格を有するという
緩やかな見解が通説であろう
( 5 )
。この通説の考え方によれば、台湾の裁判所
の判決が「外国裁判所の判決」に含まれるものと解しうることになり、台
湾の判決の承認対象国適格性の問題が一応解決できたといえよう。
しかし、後者の問題、すなわち日台間は日本 4 号要件上の「相互の保
証」があるかについてはなお不明確な状態にある。日本の裁判実務におい
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て、2014 年 9月時点で筆者の調べた限り、台湾判決の日本での承認・執
行の可否が争点となった裁判例は見当たらない。それゆえ、日台間に相互
の保証の有無について日本の裁判所の立場は不明である。
日本 4号要件上の「相互の保証」の有無の判断基準について、一般論と
して、「日本の裁判所がした判決と同種類の判決が日本の定める要件と重
要な点で異ならない条件の下に効力を有するならば相互の保証があり」と
いう最高裁昭和 58 年 6 月 7 日判決の見解が定着している。この判断基準
はかなり緩やかなものであり、しかも日本判決の外国での承認の実例を要
求しないと解されるのが一般的である。しかし判断の前提となるのは裁判
官が職権をもって外国法の内容等を調査し、しかも正しく理解することで
ある
( 6 )
。外国法の内容等について、従来比較法の中心的な対象となってきた
ドイツ法、フランス法、アメリカ法やイギリス法ならすぐれた研究者、積
み重なった研究業績、豊富な法情報等という法環境が実務に役に立ってい
ることで、さほど問題がないであろう。しかし他方で、関心の薄いアジア
諸国の法の内容については法情報さえ入手することができず、法情報が
あっても正確に理解することが困難な場合も多いであろう。日本とアジア
諸国との国際取引活動が活発化している中、台湾を含むアジア各国の判決
が日本の裁判所で承認執行を求められることが増加するだろうが、台湾を
含むアジア各国の法を十分に把握し正しく理解できる、という判決の承
認・執行に関する前提的な法環境さえが整えていないのが現状であろう。
実際の裁判実務において、前掲の最高裁判決の判断基準の考え方を台湾
判決の場合に当てはめると、日台間に相互の保証の有無は、台湾の外国判
決の承認に関する法令や裁判例を調査し、それと日本における外国判決の
承認の要件等 (日本民事訴訟法 118条) とを比較して、重要な点で異なら
ないか否かを判断することになる。また、日本判決の外国での承認の実例
を要求しないのが一般的な見解であるが、裁判例においてはこの見解が外
国のすべてに妥当であり援用されたかといえば、そうではない。たとえば
中国判決の場合は、中国判決の承認を認めないとした大阪高裁平成 15 年
4月 9 日判決では
( 7 )
相手国である中国が先に日本判決を承認した実例または
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有権解釈が存在することまでが要求される、と解することができる。同判
決の論理によれば、台湾の裁判所が日本判決を承認した実例があるかとい
う、日本判決の台湾での承認に関する台湾の裁判例の状況までも調査しな
ければならないことになる。しかし、台湾法環境の未整備という現実から
みれば、日本の裁判所で台湾判決の承認・執行を求められたときは、日本
の裁判所が台湾における外国判決の承認の要件等や台湾における日本判決
の承認の実例の有無を含む台湾法を調査し正確に理解することができるか
は疑問である。
また、このような日台の相互の法制度や法実務の状況の把握・理解不足
に起因する台湾判決の日本での承認・執行 (及び日本判決の台湾での承
認・執行) の可否の判断の困難性は、両国の取引活動の紛争解決実務にも
大きく影響を及ぼし、いわゆる「訴訟離れ」現象が長年解消されていない。
日本の裁判実務において、前述したように台湾判決の日本での承認・執行
の可否が争点となった裁判例はなお見当たらない。のみならず、日本判決
の台湾での承認・執行の状況についても、後述するように筆者の調べた限
り、日本財産法関係判決の台湾での承認・執行が争点となった裁判例は 1
件のみである。日本においても台湾においても、日台間の取引紛争の解決
手段について訴訟ではなく仲裁又は和解が最も利用されることが明らかで
あろう。紛争解決手段として訴訟より仲裁ないし和解を選択したのは、自
国の判決が他国で承認・執行することを予見することが難しいというリス
クが大きいことが要因であろう。しかし日台の私人の権利保護の観点から
国際訴訟が国際取引の紛争解決手段として長年確立されないということが
望ましくないであろう。
したがって本稿は、以上の問題意識をもって日本の裁判実務への情報提
供の意味を兼ねて、台湾における日本判決を含む外国判決の承認及び執行
の現状 (財産法関係事件を中心に) を明らかにしようとするものである
( 8 )
。
また、台湾での中国判決の認否について、日台間の相互の判決の承認とは
次元が異なるのはいうまでもないが、台湾での中国判決の扱いに関する法
情報が日本での中国判決の扱いを考える資料となりうるのではないかと考
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えるため、台湾での中国判決の法的扱いについても若干触れることにする。
具体的には、まず、台湾における外国判決の承認及び執行に関する法制を
概観する上、外国判決の承認に関する裁判例を鳥瞰し、承認の要件ごとに
裁判例の状況を整序し、次に中国判決の法的扱いを紹介し、最後に裁判例
の鳥瞰を通じて日台の相互の判決の承認の可能性を考えてみたい。
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に日本法の一部であったが、1949 年以降、中華民国の台湾統治により、
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に施行された結果、「中華民国法」へと変容された。中国との厳しい関係の
中で 1945 年以降は日本法の摂取が殆ど行われていなかった。1980 年代以降、
台湾社会の民主化・自由化、「台湾主体化」が進み、1990 年代から台湾社会
に適うための憲法改正を 7回経て、台湾を主体とする台湾法が確立されるよ
うになった。しかし、日台の非政府関係が続く中、法学界では全体としてド
イツ法やアメリカ法の研究に積極的であるが、日本法研究には消極的である。
その結果、実定法も裁判実務もドイツ法やアメリカ法の影響を強く受けてい
る形となっている。日本法摂取の断絶により日本法への理解は今日に至って
もそれほど深化されたとはいえない。
( 4 ) たとえば日本において、台湾の独特な司法制度や違憲立法審査制度、日本
と同じくドイツ法を継受したが異様な展開をしてきた台湾の行政訴訟制度に
関する裁判実務の現状についてほとんど知られていない。台湾においても日
本の独特な事情判決制度 (その評価は置くとして)、行政実務における行政
指導の実態についてほとんど未知である。
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( 5 ) 以前否定的な見解を示した高桑昭教授は、分裂国家について台湾を念頭に
置きながら、通常の未承認国家の裁判所の判決の承認の問題とは異なるとし、
台湾を未承認国家と同様に扱うことは適当ではないという見解に改めた。同
「外国判決の承認」同『国際民事訴訟法・国際私法論集』所収 (東信堂、
2011 年) 143頁、146 頁注 16。台湾を分裂国家として扱うとすることについ
て議論の余地があると思われるが、台湾を承認国家に準ずるものとしてその
承認適格性を肯定したという結論には異論がない。
( 6 ) 外国判決の承認の要件について裁判官の職権調査事項だと解されるのが一
般的であるが、判決国での外国判決承認の要件の調査 (外国法の調査) は必
ずしも容易ではないとして、当事者の立証責任とすることも考慮に値しよう
とする意見もある。高桑昭・前掲注 (5)・166 頁。
( 7 ) 大阪高裁平成 15 年 4月 9 日判決は、別件における日本判決の承認・執行
を認めないとする最高人民法院の回答、日本判決の中国での承認の実例がな
いこと、相互の互恵関係を認める有権解釈がされた事実がないこと等という
日本判決の中国での扱いを主たる根拠にして中国判決を相互の保証の要件を
充たさないとしてその承認を否定した。
しかし、そもそも、中国における外国判決の承認・執行の要件について、
中国民事訴訟法 268条と最高人民法院の司法解釈である「民事訴訟法の適用
に関する若干問題の意見」318条では、条約による相互の保証に限らず、条
約によらなくても互恵の関係があれば足りる旨の規定が定められており (江
伟主編『民事訴訟法 (第三版)』(高等教育出版社、2007 年) 527、529頁も
同旨)、ここにいう互恵関係とは、日本における「相互の保証」に相当する
ものと解することができるのである。他に中国の法律の基本原則や公共利益
等に違反しないことという要件と併せてみると、中国の外国判決の承認の要
件が日本の外国判決の承認の要件と重要な点で異ならないものと解すること
ができよう。しかし同判決は、条約による相互の保証を要すると解するうえ、
不適切な別件の最高人民法院の回答や中国での日本判決の承認の実例の不存
在を理由として承認を拒否した。同判決が前掲の規定を正しく理解できたな
らば承認を肯定したはずだろうと思われる。
( 8 ) 台湾判決の承認及び執行に関す日本語文献として、孫櫻倩「米国・中国・
台湾企業との国際取引契約における紛争解決手段選択の視点 (下)」(台湾部
分) 商事法務 2018 号 (2013 年 12月) 42頁以下、蔡華凱・中野俊一郎監修
「台湾における離婚訴訟の国際裁判管轄及び外国離婚裁判の承認」立命館法
学 319 号 (2008 年 3月) 73頁以下、清河雅孝「日本判決が台湾において執
行許可されたケース」国際商事法務 33 巻 9 号 (2005 年 9月) 1204頁以下、
粟津光世「中国、台湾、香港の判決、仲裁判断の相互承認と執行の現況」国
際商事法務 26巻 11 号 (1998 年 11月) 1153頁以下がある。台湾漢文繁体字
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文献として、王欽彥・中野俊一郎「外交困境下之我國對外民事司法互助及判
決承認之現狀――兼論台日民事司法互助之可能」靜宜法律第 1期 (2012 年
5月) 165頁以下、賴來焜「國際民事強制執行之司法協助――以外國法院判
決為中心」玄奘法律學報第 10期 (2008 年 12月) 169頁以下がある。
一 台湾における外国判決の承認及び執行に関する法制の概観
台湾では、外国判決の承認及び執行に関する一般法的根拠は、民事訴訟
法 402条及び強制執行法 4条の 1である。香港及びマカオの判決について、
「香港及びマカオ関係条例」(法律。以下同
(9)
。) 42条で「民事訴訟法 402条
及び強制執行法 4条の 1の規定は、香港及びマカオの民事確定判決の効力、
管轄及び強制執行の要件に準用する。」との規定により、外国判決と同様
な扱いになる。また、この一般法と別に、中国の判決については、特別法
として「台湾地区と大陸地区の人民の関係に関する条例」(法律。以下、
「台中関係条例」と略す。「両岸関係条例」と呼ばれることもある
(10)
。) 74条
が法的根拠である。同条例 74条の中国判決の「認可」要件が民事訴訟法
402条の外国判決の承認の要件を異にすることから、中国判決の法的扱い
につき議論の余地が残されている (詳細は後述)。
現行民事訴訟法 402条の規定は、沿革的にみると、1930 年民事訴訟法
制定時に、392条で「外国法院 (裁判所。以下同。) の確定判決は、次の
各号に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、その効力を認めない。一
中華民国の法律により、外国法院が管轄権を有しなかったこと (以下、「1
号要件」と略す。)。二 敗訴の当事者一方が中華民国人であり出廷応訴し
なかったこと。ただし、訴訟の必要な呼出又は命令により送達したときは、
この限りでない (以下、「2 号要件」と略す。)。三 外国法院の判決が公
共秩序又は善良風俗に反したこと (以下、「3 号要件」と略す。)。四 国
際上相互の保証がないこと (以下、「4号要件」と略す。)。」という規定で
あった。制定当時ドイツ法をモデルにして自動承認の原則としつつ、外国
判決の承認の要件として、承認拒絶事由という消極要件の定め方を採って
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4 つの消極要件を掲げたものであった。この 4 つの消極要件のうち、1 号
要件について現行法に至っても変更はない。4 号要件については 2003 年
法改正により「国際上」という文言が削除され「相互の保証がないこと」
に改められた。改正の理由は、「4 号要件は、国際法上又は政治上の保証
を意味するものではなく、司法上の承認を指すものであり、誤解を避ける
ため『国際上』を削除する」とされている。これは形式的な文言修正に止
まるものであり内容については実質的な変更はないと解されている。内容
の変更があったのは、2号要件と 3号要件の規定である。
2号要件について、1935 年法改正により「敗訴の当事者一方が中華民国
人であり出廷応訴しなかったこと。ただし、訴訟の必要な呼出又は命令に
より送達したときは、この限りでない。」が、「敗訴の当事者一方が中華民
国人であり応訴しなかったこと。ただし、訴訟開始の必要な呼出若しくは
命令により、又は中華民国の法律上の協力送達により送達した場合は、こ
の限りでない。」(下線は筆者。以下同。) に改められた。また、1968 年法
改正で「呼出」が「通知」に改められたという文言修正が行われた。さら
に、2003 年法改正の際に、「敗訴の被告が応訴しなかったこと。ただし、
訴訟開始の通知若しくは命令により相当の期間を経て当該国において適法
に送達した場合、又は中華民国の法律上の協力送達により送達した場合は、
この限りでない。」へと改められた。改正の理由は、「国際交流の必要性に
鑑み、手続的権利の保障の対象者は我が国の国民に限らず、外国人にも及
ぶべきであり、敗訴の外国人当事者一方が我が国でその外国判決の承認に
より紛争を解決することを必要とする場合にも、手続的権利を保障するべ
きである」「当事者の手続的権利の保障の観点から訴訟開始の通知又は命
令が適法に送達したのみならず、当事者に防御権の行使を準備するための
相当の期間を与えるべきである。」とされている。この規定はその後変更
なく現行法となっている。
3 号要件については、2003 年法改正により、「外国法院の判決が公共秩
序又は善良風俗に反したこと」が、「(外国の) 判決の内容又は訴訟手続が
中華民国の公共秩序又は善良風俗に違反したこと」へと改められた。改正
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の理由は、「当事者の手続的権利の保障の観点から、外国の判決の内容が
我が国の公序良俗に違反した場合のみなならず、その外国判決の訴訟手続
が我が国の公序良俗に違反した場合も判決の効力を認めない。ここにいう
『訴訟手続が我が国の公序良俗に違反した場合』とは、たとえば当事者が
送達を受けたが、口頭弁論の機会を付与されなかったこと、あるいは裁判
官が除斥されるべきにもかかわらず除斥されなかったこと等々によりその
外国判決が明らかに司法の中立性又は独立性に反したことをいう。」とさ
れている。この規定はその後変更なく現行法となっている。
また、強制執行法 4条の 1 について、沿革をみると、1940 年制定の同
法では外国確定判決の執行に関する規定はなかった。1996年に同法改正
の際にはじめて 4条の 1で「外国の確定判決の強制執行が申立てられると
きは、その判決が民事訴訟法 402条所定の各号の事項のいずれにも該当せ
ず、かつ、中華民国法院の判決によりその執行を許可する場合に限り、そ
の強制執行を認める。」「前項の執行の訴えは、債務者の住所地の法院が管
轄する。債務者が中華民国内において住所を有しない場合には執行標的物
の所在地又は執行行為を行うべきとされる地の法院がそれを管轄する。」
という規定が挿入された。この規定はその後も変更なく現行法となってい
る。したがって外国判決の執行の要件は判決の承認の要件と同様である。
さらに、中国の判決の承認及び執行の根拠である「台中関係条例」74
条について、沿革をみると、1992 年同条例制定時に、74条で「大陸地区
の民事確定裁判、民事仲裁判断は、台湾地区の公共秩序及び善良風俗に反
しない限り、法院に対しその認可を申立てることができる。」「前項で法院
の認可した裁判若しくは判断は、給付を内容とするものに限り、執行名義
(債務名義。以下同。) とすることができる。」と定められた。1997 年法改
正の際に、3項で「前二項の規定は、台湾地区の民事確定裁判、民事仲裁
判断が大陸地区の法院において認可を申立てること、又は執行名義とする
ことが認められる場合に限り、適用される。」という規定が挿入された。
挿入の理由は、「互恵の原則による」とされている。この規定はその後も
変更なく現行法となっている。以上の中国判決の「認可」の要件の文言だ
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けからみれば、「判決の『承認』」ではなく「判決の『認可』」が用いられ
ること、「認可」要件につき一般外国判決の承認要件と比べ 3 号要件と 4
号要件に準ずるものの規定が置かれるが 1号要件と 2号要件の明文規定は
ないことがわかる。これを外国判決の承認要件との関係でどう解するか、
認められる中国判決の効力の種類がどこまで及ぶのか等々について、後述
するように裁判例の間に見解が分かれており、中国判決の法的扱いが外国
判決の承認より複雑な問題が生じている。
以下、外国判決の承認に関する裁判例の状況を概観する上、外国判決の
各承認要件に関する裁判例を整序する。そして中国判決の法的扱いに関す
る裁判例の現状を紹介する。
註
( 9 ) 日本では国会の制定する法の通称が一律に「法」と名付けられるのに対し
て、台湾では「中央法規標準法」2条で、立法院 (国会) の制定する法の通
称には「法」、「律」、「条例｣及び「通則」の 4 つがあり、いずれの通称で
あっても効力が同様であるとされている。また、立法実務上「法」と「条
例」が最も多く用いられており、「法」は一般的、全面的な対象・事項を規
律する場合に、「条例」は特別な、限定的な対象・事項を規律する場合に使
われるという立法慣行がある。
(10) ｢台中関係条例」は、台湾と中国の人的・経済的交流により生じる法律関
係を規律するための法律である。台湾政府は、中華民国歴史観の下で中華民
国が存在すること、台湾がその一地区であることとする立場から、同条例で
は、中国と台湾が「大陸地区」と「台湾地区」が表現されている。「大陸地
区」とは、台湾地区以外の中華民国の領土をいうとされる (2条 2 号)。し
かし、実際に中華民国が統治権・主権をもつ台湾地区以外の領土はほとんど
ない。
後述するように、中国判決の承認の要件について、法的には中国判決と外
国判決との関係によることになるが、本質的には台湾と中国との法的関係に
よる。しかし台湾政府の中華民国歴史観の下で同条例では、台湾と中国との
関係が中華民国と中華人民共和国との関係 (二国間の関係) ではなく、中華
民国内の地区間の関係 (国内関係) とされながら (2条 2 号)、中国の人民
が台湾の「国民」と認められないとされる。このような自己矛盾的な基本構
造から、台中関係の性質については同条例においても明確ではない。
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二 台湾における外国判決の承認に関する裁判例の概観
外国判決の承認が争点となった裁判例は、司法院の裁判例情報検索シス
テムで調べた限り、2014 年 9月時点で地方法院では 248 件
(11)
、高等法院で
は 86件、最高法院では 29 件がある。承認要件別にみると、4つの承認消
極要件のすべてが争点となった裁判例が少なくないが、とりわけ 2号要件
が争われた裁判例が非常に目立つことが分かる。
また、外国判決の認否別でみると、全体として下級審法院では承認を肯
定する裁判例が非常に多い。しかし最高法院では、承認を否定するとした
裁判例は少なくない。表 1 のように、29 件の最高法院判決のうち、承認
を否定するとしたのは 8 件ある (承認の一部否定は除く)。その内訳を承
認否定の根拠別でみると、2号要件の未充足が 6件と最も多く、他に 1号
要件の未充足、その他がそれぞれ 1件となっている。3号要件の未充足と
して承認を否定するとした例は見られない。4号要件の未充足として承認
を否定した最高法院判決も見られない (最高法院は、過去、シンガポール
との間に相互の保証の有無が争点となった事件において、98 (2009) 年 9
月 24 日 98 (2009) 年度台上字 1756 号判決で、外交部 (外務省。以下
同。) の通達の説明を含むシンガポール法の再調査を要するとして、相互
の保証ありとした原審判決を破棄し差戻した。しかし、その後、原審法院
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表 1 外国判決の承認を否定するとした最高法院判決
承認否定の根拠 最高法院判決
1号要件の未充足
1 件 (最高法院 99 (2010) 年 8月 5 日 99 (2010) 年
度台上字 1425 号判決)
2 号要件の未充足
6件 (最高法院 91 (2002) 年 9月 19 日 91 (2002) 年
度台上字 1924 号判決、92 (2003) 5 月 1 日 92
(2003) 年度台上字 883 号判決、95 (2006) 年
1 月 25 日 95 (2006) 年度台上字 141 号判決、
96 (2007) 年 1月 11 日 96 (2007) 年度台上字
57 号判決、97 (2008) 年 1 月 17 日 97 (2008)
年度台上字 109 号判決、100 (2011) 年 1月 13
日 100 (2011) 年度台上字 42 号判決)
その他 (当事者適格の欠如)
1 件 (最高法院 88 (1999) 年 12月 2 日 88 (1999)年
度台上字 3073 号判決)
である台湾高等法院の 100 (2011) 年 1 月 25 日 98 (2009) 年度重上更
(一) 130 号判決は承認を肯定した。当該承認事件判決が確定した。それ
ゆえ、相互の保証がないとして外国判決の承認を拒否した裁判例は実質的
にはない)。
さらに、承認・執行を申立てられた「外国裁判所の判決」の内訳を国別
でみると、正確な統計数字がないが、アメリカの各州の裁判所の判決が最
も多いことが明らかである。また、冒頭で述べたように、承認・執行を申
立てられた外国判決のうち、日本の裁判所で下した財産法関係の判決が 1
件のみである。台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上
字 290 号判決 (一審は 92 (2003) 年 6 月 30 日板橋地方法院 92 (2003) 年
度重訴字 212 号判決) である。本件は、消費貸借契約及び委任契約訴訟で
日本で取得した確定判決が台湾において承認が認められるか、すなわち 1
号要件から 4号要件の承認拒絶事由に該当するかが争点となったものであ
る。結論的には、台湾高等法院は、当該日本判決は承認拒絶事由のいずれ
にも該当しないとして、判決の承認を肯定した。
註
(11) 地方法院の 248 件の内訳の概要について、台北地方法院が 75 件と最も多
く、次は高雄地方法院が 26件、基隆及び台中地方法院がいずれも 24 件、新
北地方法院が 20 件、士林、桃園及び新竹地方法院がいずれも 19 件となって
いる。
三 各承認要件の検討
(一) 外国裁判所の国際裁判管轄権の存在 (1 号要件)
外国判決の承認の第 1消極要件は台湾の法令により当該事件につき外国
裁判所の国際裁判管轄権が否定されないことである。条文原文は「外國法
院之確定判決，依中華民国之法律、外国法院無管轄権者，不承認其效力。」
である。「依中華民国之法律、外国法院無管轄権者」の意味について、裁
判例では以下の読み方がある。
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まず、1号消極要件の意味につき文言通り解するものとして「当該種類
の事件につき外国裁判所の管轄権を否定する我が国の法律が存在しなけ
れば足りる」という見解がある (最高法院 84 (1995) 年 10 月 20 日 84
(1995) 年度台上字 2534 号判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日
92 (2003) 年度重訴字 280 号判決、台北地方法院 91 (2002) 年 1月 28 日
89 (2000) 年度訴字 4389 号判決)。この読み方は非常に緩やかな見解では
あるが、しかし、通常、内国の法律で外国裁判所の管轄権がない (すなわ
ち外国裁判所の管轄権を否定する) 旨の規定を置くことは考えられない。
この見解によれば、外国裁判所の判決のすべてに管轄権を有するものと解
しうることになり、1号要件は承認の要件として無意味なものになる。上
記のような読み方をしたのは、民事訴訟法 402条の立法技術上消極的な定
め方を採ったことで誤解を招きやすい文言になったことによると思われる。
それに対して、通説的な読み方としては、「台湾の国際裁判管轄権の諸
規定により当該事件につき外国裁判所の国際裁判管轄権が否定されなけれ
ば足りる」という見解である。外国裁判所の国際裁判管轄権の有無につい
て、台湾現在では、日本民事訴訟法 3条の 2 から 3条の 12 のような特別
な規定はなく、「渉外民事法律適用法」(日本の「法の適用に関する通則
法」に相当) 3条の監護・補助宣告の管轄、4条の死亡宣告の管轄を除い
て、民事訴訟法上の国内裁判管轄権の諸規定に準拠し判断すると解されて
いる (最高法院 93 (2004) 年 9月 23 日 93 (2004) 年度台上字 1943 号判
決、台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 20 日 94 (2005) 年度上字 1008 号判
決、台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字 290 号判
決、新北地方法院 100 (2011) 年 10月 6日 100 (2011) 年度重訴字 343 号
判決、台北地方法院 97 (2008) 年 9月 30 日 96 (2007) 年度訴字 6295 号
判決、新竹地方法院 96 (2007) 年 4月 13 日 95 (2006) 年度訴字 339 号判
決、台中地方法院 94 (2005) 年 11月 28 日 94 (2005) 年度重訴字 233 号
判決)。
また、1号消極要件の意味につき専属管轄と非専属管轄の区分をもって
判断するとする見解として、「台湾の法院の専属管轄事件でなければ外国
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裁判所の管轄権を認める」という読み方がある (最高法院 93 (2004) 年
10月 14 日 93 (2004) 年度台上字 2082 号判決、台湾高等法院 99 (2010)
年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字 125 号判決、新竹地方法院 95
(2006) 年 9月 5 日 94 (2005) 年度重訴字 107 号判決)。この読み方は一
見簡易な判断方法であり、当該事件につき台湾の専属管轄事件でなければ
当該外国裁判所の管轄権を肯定するという趣旨であるようにみえるが、し
かし専属管轄事件であるかについては台湾の民事訴訟法等の諸規定による
と解し、しかも台湾法の下での非専属管轄事件についても台湾法により当
該外国裁判所の管轄権の有無を判断することになるため、この捉え方は実
質的には前述の通説的な見解とは異ならないであろう。
さらに、当該外国裁判所の管轄権を有することに当事者が合意したこと
があれば、その国際合意管轄条項の有効性が認められ、当該外国裁判所の
管轄権を肯定するとした裁判例もある (台湾高等法院 100 (2011) 年 6 月
7 日 99 (2010) 年度重上字 426号判決、台北地方法院 92 (2003) 年 8月
29 日 92 (2003) 年度重訴字 541 号判決、台北地方法院 92 (2003) 年 6 月
6 日 92 (2003) 年国貿字 3 号判決)。台湾高等法院及び所属法院 94
(2005) 年法律座談会民事類提案第 22 号の見解においても同旨が示されて
いる。
なお、国際裁判管轄権の有無について、一般的に法院の職権調査事項で
あるとされているが、最高法院 99 (2010) 年 8月 5 日 99 (2010) 年度台
上字 1425 号判決においては、「当該外国裁判所の管轄原因たる事実の認定
に必要な資料については承認を求める当事者が提出し立証責任を負わなけ
ればならない」とした。同判決は、承認を求める当事者が当該外国裁判所
の管轄原因たる事実の認定に必要な資料を提出しておらず、また、当事者
主張の事実に即して我が国の国際裁判管轄権の原則によれば、我が国の裁
判所の管轄権を有するのであり、他に当該外国裁判所の管轄権の存在を証
明する証拠がないことから、当該外国裁判所の管轄権を否定し当該外国判
決の承認を否定したのである。
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(二) 敗訴被告の応訴又は訴訟手続開始文書の適法な送達 (2 号要件)
外国判決の承認の第 2 要件は、当該外国判決に敗訴の被告が応訴したこ
と、又は応訴しなかったが訴訟手続開始文書が敗訴の被告に適法に送達し
たことである。前述したように、最高法院承認否定例のうち 2号要件の未
充足で否定された例の割合が高い。2号要件の意味が分かりづらく外国裁
判所や当事者で正しく理解されていないことによると考えられよう。
2号条文原文は「外國法院之確定判決，敗訴之被告未應訴者，不承認其
效力。但開始訴訟之通知或命令已於相當時期在該國合法送達，或依中華民
國法律上之協助送達者，不在此限。」である。敗訴の被告が当該外国裁判
所の訴訟に応訴したことは 2号要件を充たすとして当該外国判決の承認を
肯定するということは問題はない。しかし、しばしば問題となるのは、2
号の但書である。2号但書は、文言通りに読めば、応訴しなかった被告に
訴訟手続開始文書が相当の期間を経て当該外国に適法に送達した場合にも、
応訴しなかった被告に台湾の法令により協力送達を通じて送達した場合に
も、2号要件を充たすとして当該外国判決の承認を肯定するという趣旨で
あろう。
しかし、①被告が応訴しなかった場合、訴訟手続開始文書が適法に被
告に送達したか否かをどう判断するか (送達に関する解釈の原則)、②送
達を行った際に適法な送達方法は、被告が判決国に居住した場合 (又は被
告が法人であり判決国に営業所を設置した場合)、承認国である台湾に居
住した場合 (又は被告が法人であり承認国である台湾に営業所を設置した
場合) によって異なりうるか、異なりうるのであれば、それぞれ、適法な
送達が何か (被告居住国 (又は営業所所在国) による送達方法の区分
(12)
)、
③送達を行った際に被告が承認国である台湾に居住した場合 (又は被告
が法人であり承認国である台湾に営業所を設置した場合)、どの国の法に
より被告に適法な送達をしたか否かを判断するか (送達の準拠法)、と
いった諸点については条文文言だけでは明らかではない。そこで以下の裁
判例を通じて上記の問題点に関する裁判実務の見解を明らかにすることと
する。
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まず、①訴訟手続開始文書が被告に適法に送達したか否かをどう判断
するかという送達に関する解釈の原則について、最高法院では、2号要件
は敗訴の被告の手続的権利を保護するものであるため、送達について被告
に実質的な防御権が充分に保障されたか否かという観点で厳格に解釈し判
断しなければならないという厳格解釈の原則を示している (最高法院 92
(2003) 年 5月 1 日 92 (2003) 年度台上字 883 号判決、同法院 96 (2007)
年 1月 11 日 96 (2007) 年度台上字 57 号判決、同法院 97 (2008) 年 1月
17 日 97 (2008) 年度台上字 109 号判決)。
次に、②外国裁判所が被告に送達を行った際に、適法な送達は、被告
が判決国に居住した場合 (又は被告が法人であり判決国に営業所を設置し
た場合)、承認国である台湾に居住した場合 (又は被告が法人であり承認
国である台湾に営業所を設置した場合) によって異なりうるかについて、
最高法院 100 (2011) 年 1 月 13 日 100 (2011) 年度台上字 42 号判決は、
前掲の厳格解釈の原則に立って、2号但書について、送達を行った際に被
告居住国 (又は営業所所在国) により異なる送達方法を定めることを意味
するものと解した上、判決国に居住した被告自然人 (又は判決国で営業所
を設置した被告法人) に送達する場合には、訴訟手続開始文書が被告に相
当の (筆者註：実効的な防御をなしうる) 期間を与えて適法に送達したこ
とを要するのに対して、承認国である台湾に居住した被告自然人 (又は台
湾で営業所を設置した被告法人) に送達する場合には、送達というものは
国の司法主権を行使するものであるため、外国裁判所が職権で送達を行う
べきでもなく、原告弁護士が郵送又は直接交付で送達を行うべきでもなく、
我が国の「外国裁判所委託事件協力法」や「司法互助事件処理手続」等の
規定に基く台湾の法院を通じての協力送達によるべきであるとした。
すなわち 2号但書の意味について、前段と後段を区分し、前段は判決国
に居住した被告自然人又は判決国で営業所を設置した被告法人への送達方
法を定めるもので、後段は台湾に居住した被告自然人又は台湾で営業所を
設置した被告法人への送達方法を定めるものである。前段は、訴訟手続開
始文書の送達は被告が了知しうる状態に達することを要すると解すること
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ができよう。そして、「被告が了知しうる状態」との関係で、被告本人に
直接送達することを要するか、被告本人に直接送達するのではなく、それ
に準ずるいわゆる擬制的送達が適法な送達であるかがしばしば問題となる。
この点について、最高法院 91 (2002) 年 9月 19 日 91 (2002) 年度台上字
1924 号判決は、送達を行った際に判決国にいない被告自然人に公示送達
や補充送達を行うことは適法な送達ということはできないとした。また、
最高法院 96 (2007) 年 1月 11 日 96 (2007) 年度台上字 57 号判決におい
て、最高法院は、判決国にいない被告に対し代替送達を行ったが、被告が
訴訟手続開始を了知しえたか、訴訟手続に十分に防御しえたかを再度調査
する必要があるとして、判決国であるマレーシアの法律により行った代替
送達を適法とした原審判決を破棄し、原審法院に差戻した。したがって、
以上の二最高法院判決から、被告が判決国に居住した場合、被告本人に直
接送達することを要することまで言及されてはいないが、「被告が訴訟手
続開始を了知しえたか、訴訟手続に十分に防御しえたか」が判断の重点で
あったことから、そのようにとらえることができよう。これに対して、後
段は、台湾の「外国裁判所委託事件協力法」等に基づく台湾法院を通じて
の送達方法以外は認められないと解することができよう。したがって前掲
の最高法院 96 (2007) 年度台上字 57 号判決は、アメリカ・California州
の法律で認められた原告弁護士による郵送又は直接交付という送達方法は、
被告自然人が台湾に居住した場合又は被告法人が台湾で営業所を設置した
場合に限り、前掲の「外国裁判所委託事件協力法」等に基づく台湾法院を
通じての協力送達ではないため、台湾では適法な送達ではないとしたので
ある。
また、台湾の「外国裁判所委託事件協力法」等に基づく台湾法院を通じ
ての協力送達について、「外国裁判所委託事件協力法」3条では外国裁判
所が我が国に協力送達を求める場合には、書面をもって外交機関を通じて
行わなければならないこと、同法 4条では外国裁判所が我が国に協力送達
を求める際に当該外国が、我が国が類似又は同様事件において当該外国裁
判所に協力送達を求めることができる旨を表明しなければならないことが
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定められる。したがって判決国が台湾と正式な国交を有する国である場合、
当該外国裁判所が外交機関を通じて「互恵の原則」表明書を付して送達を
行うことを要する。しかし (日本を含む) 国交のない国である場合、同法
では明文規定はないが、窓口機関 (日本の場合、公益財団法人交流協会)
が外交機関に準ずるものと解することになろう。そうであれば、判決国が
日本である場合、日本裁判所が協力送達を求める際に交流協会を通じて
「互恵の原則」表明書を付して送達を行うことが要求されることになろう。
さらに、③送達を行った際に被告自然人が承認国である台湾に居住し
た場合 (又は被告が法人であり承認国である台湾で営業所を設置した場
合)、どの国の法により被告に適法な送達を行ったか否かを判断するかと
いう送達の準拠法について、最高法院 95 (2006) 年 1月 25 日 95 (2006)
年度台上字 141 号判決は、判決国の法ではなく、承認国である台湾の法に
よるとした。同最高法院判決では、アメリカ・Ohio州の裁判所が台湾に
居住した被告にハガキで送達したことがアメリカ・Ohio州の法律により
適法な送達だとされていても、ハガキ送達は我が国の法に基づく送達方法
(2 号但書後段の「我が国の法院を通じての協力送達」) でない以上、適法
な送達ということはできないとして判決の承認を否定するとされた。本判
決は判決国の法により送達が適法であるとされたとしても、承認国である
台湾の法により適法な送達でなければ外国判決の承認を認めないという趣
旨であろう。
また下級審判決においても、同見解が示されている。たとえば嘉義地方
法院 90 (2001) 年 5月 24 日 90 (2001) 年度訴字 118 号判決においては、
南アフリカの裁判所が台湾に居住した被告に公示送達を行ったことが南ア
フリカの法律により適法な送達方法であるとされていても、我が国では適
法な送達ではなく、また、我が国の法院を通じての協力送達も行われず、
被告に適法な送達を行ったということはできないとして判決の承認を否定
した。
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(三) ｢判決の内容及び訴訟手続が台湾の公序良俗に違反しないこと」(実
体的かつ手続的公序未違反) (3 号要件)
外国判決の承認の第 3消極要件は、当該外国判決の内容及び訴訟手続が
台湾の公序良俗に違反しないことである。
1 ｢外国判決の内容が台湾の公序良俗に違反しないこと」(実体的公序未
違反) の意味について、裁判例の間に以下の 3つの捉え方が見られる。
第一に、「実体的公序違反」を「当該外国判決が台湾の法律で禁止する
行為 (たとえば違法建築物の明渡命令)、あるいは社会通念上善良風俗に
反すること (たとえば重婚、賭博) を命じたことを意味する」と解するも
のである (最高法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度台上字 2534
号判決、新竹地方法院 95 (2006) 年 9月 5 日 94 (2005) 年度訴字 107 号
判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日 92 (2003) 年度重訴字 280
号判決、台北地方法院 91 (2002) 年 1月 28 日 89 (2000)年度訴字 4389 号
判決)。
第二に、「外国判決の承認を肯定すれば我が国の法秩序又は倫理秩序の
基本原則又は基本理念に反することを意味する」と解するものである (最
高法院 98 (2009) 年 1月 15 日 98 (2009) 年度台上字 80 号判決、台湾高
等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字 125 号判決、
台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96 (2007) 年度訴字 6295 号判決、
台北地方法院 87 (1998) 年 6 月 15 日 87 (1998) 年度訴字 1982 号判決)。
第三に、「外国判決の宣告した法律効果又はその依拠した原因が我が国
の基本立法政策、立法理念、社会の普遍的価値又は基本原則に反すること
を意味する」と解するものである (最高法院 102 (2013) 年 7月 18 日 102
(2013) 年度台上字 1367 号判決、最高法院 92 (2003) 年 5 月 15 日 92
(2003) 年度台上字 985 号判決、台中地方法院 94 (2005) 年 11月 28 日 94
(2005) 年度重訴字 233 号判決)。
以上の 3つの捉え方はいずれも抽象的なものにとどまるが、いずれの見
解を採って台湾の公序良俗に反するとして判決の承認を否定するとした裁
判例は見当たらない。しかし、外国判決が命じたいわゆる懲罰的損害賠償
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について台湾の公序に違反するか否かについては、裁判例の間に見解が分
かれている。
まず、懲罰的損害賠償についてその承認を肯定した裁判例として、最高
法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度上字 2534 号判決、台北地方
法院 97 (2008) 年 9月 30 日 96 (2007) 年度訴字 6295 号判決がある。こ
れらの判決は、実質的再審禁止の原則に着目しつつ、外国判決の内容を成
す懲罰的損害賠償部分の当否について審理することができず、懲罰的損害
賠償を含む判決の命じた給付のすべてが 3号要件を充たすとして判決の承
認を肯定したものである。
これに対して、懲罰的損害賠償の承認を否定した裁判例もある。最高法
院 99 (2010) 年 5月 27 日 99 (2010) 年度台上字 964 号判決は、懲罰的損
害賠償が我が国の法律秩序の基本原則に違反するとして当該部分の承認を
否定した。他に、台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 20 日 94 (2005) 年度上
字 1008 号判決は、我が国の損害賠償法体系は損害の填補を主たる目的と
するものであるが、処罰及び威嚇を主たる目的とするアメリカの懲罰的損
害賠償が我が国の民法の基本原則に合致するとは言いがたいことから、当
該判決のうち懲罰的損害賠償部分の承認を否定した。
懲罰的損害賠償の承認の是非をめぐって、近年よく争われたのは、台湾
で証券取引法、公正取引法、特許法、営業秘密法、消費者保護法といった
特別法律で懲罰的損害賠償を認めた立法例があり、これらの特別な不法行
為に関する懲罰的損害賠償の特別立法が存在することが一般不法行為の損
害賠償において実体的公序違反を否定する論拠となりうるかという点であ
る。
この点について、前掲の台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 20 日 94
(2005) 年度上字 1008 号判決は、消費者保護法等の懲罰的損害賠償の規定
はあくまでも特別立法であって、一般不法行為の損害賠償については懲罰
的損害賠償に関する規定は存在しない以上、特別法律の規定を類推する余
地はないとして、特別立法の類推適用の可能性を否定し、本件の一般不法
行為の懲罰的損害賠償部分の承認を否定したのである。
69(788)
しかしこれに対して、同事件・最高法院 97 (2008) 年 4 月 24 日 97
(2008) 年度台上字 835 号判決は、我が国では一般不法行為に関する懲罰
的損害賠償の規定はないが、消費者保護法 51条や公正取引法 32条 1項等
に定められる懲罰的損害賠償の規定が我が国の懲罰的損害賠償の立法例と
して存在しており、これらの特別の立法例の存在事実から一般不法行為の
懲罰的損害賠償が我が国に公序違反があるといえるかと疑問視し、公序違
反とした原審判決を破棄し原審法院に差戻した。その後、原審法院である
台湾高等法院 99 (2010) 年 1月 26日 97 (2008) 年度上更 (一) 81 号判
決は、我が国の「倍数賠償金」制度についてその個々の立法例の立法趣旨
により「立証責任軽減型賠償金」(たとえば商標法や公正取引法等上のも
の) と「懲罰的損害賠償金」(たとえば特許法や消費者保護法等上のもの)
という 2種類があり、本件で前者と同様な趣旨の賠償金部分について我が
国の公序違反とは言えないのに対して、後者と同様な趣旨の賠償金部分に
ついては公序違反とした。しかし、その後最高法院 99 (2010) 年 11月 25
日 99 (2010) 年度台上字 2193 号判決は、原審の組織と訴訟手続上の瑕疵
があるほか、懲罰的損害賠償については、特別立法があることから、我が
国の基本立法政策に違反するものではないとして、再度原審判決を破棄し
原審法院に差戻した。その後の原審判決がまだ出ていないようである。
このように、懲罰的損害賠償の実体的公序違反の有無について最高法院
と下級審法院の間のみならず、最高法院にも見解が一致しないのが現状で
ある。
2 ｢外国判決の訴訟手続が台湾の公序良俗に反しないこと」(手続的公序
未違反) の意味について、立法趣旨としては、前述したように外国判決が
明らかに司法の中立性又は独立性に反したことがないことを指すとされて
いる。ただ、裁判例では、実質的再審禁止の原則との関係でどこまで司法
の中立性又は独立性に反するかを審査することができ手続的公序違反とい
えるかについて、明確に言及したものは見当たらず、判決の内容の公序違
反と並列に解するのが少なくない。そこで外国判決の訴訟手続の公序違反
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の有無について事例ごとに具体的に個別的にみるほかない。たとえば判決
国における上訴制限の規定の台湾での公序違反の有無について、台湾高等
法院 100 (2011) 年 6 月 7 日 99 (2010) 年度重上字 426号判決は、香港の
訴訟制度で上訴するときは一定の担保金を支払うことを条件とするという
上訴の制限のための担保制度が、我が国の法秩序や倫理秩序の基本原則に
違反することなく、公序に反するものではないとした。また、判決国で採
られる弁護士強制代理制度や欠席判決における以前の被告有利資料の不斟
酌という訴訟手続・訴訟制度が我が国の公序良俗に反するかについても、
否定的な見解が示されている。たとえば最高法院 100 (2011) 年 9月 8 日
100 (2011) 年度台上字 1512 号判決において、アメリカ・Arizona州で弁
護士強制代理制度が採られたことや、欠席判決で被告の以前提出した資料
が斟酌されないという同州の民事訴訟規則の規定が、判決国の訴訟制度で
あって、我が国の公序良俗に反するものではないとされた。また、新竹地
方法院 96 (2007) 年 4月 13 日 95 (2006) 年度訴字 339 号判決においても、
アメリカ NY州で採られる弁護士強制出廷制度が我が国の公序良俗に反
するものではないとされた。
(四) ｢相互の保証」(4 号要件)
1 外国判決の承認の第 4 要件は、台湾とその外国との間に相互の保証が
あることである。「相互の保証」の意味について、裁判例の間には、相互
の保証の有無の考慮要素は多少異なるものの、全体として非常に緩やかな
見解が示されている。
まず、外交関係の要否や相互の承認の条約や協定等の存在の要否につい
て、相互の保証は外交関係や相互の承認の条約・協定等の存在を必要とせ
ず、実質的な関係があれば足りるとする見解は定着している。
実質的な関係の有無をいかに判断するかについて、当該外国における外
国判決の承認の規定 (判例法を含む) の存在があれば足りると解する裁判
例が多くある (最高法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度台上字
2534 号判決、台湾高等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更
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(二) 字 125 号判決、台湾高等法院台南分院 95 (2006) 年 5 月 30 日 95
(2006) 年度重上字 13 号判決、新北法院 100 (2011) 年 10 月 6 日 100
(2011) 年度重訴字 343 号判決、台北地方法院 99 (2010) 年 7月 13 日 99
(2010) 年度訴字 2087 号判決、台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96
(2007) 年度訴字 6295 号判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日 92
(2003) 年度重訴字 280 号判決)。
また、当該外国における外国判決の承認の規定の存在のみならず、その
承認の要件の内容まで審査し、その承認要件が台湾のそれと著しく異なる
ことがなければ足りると解する裁判例もある (最高法院 95 (2006) 年 6
月 29 日 95 (2006) 年度台上字 1364 号判決、台湾高等法院 100 (2011) 年
1月 25 日 98 (2009) 年度重上更 (一) 130 号判決)。これらの判決は、前
掲の日本最高裁昭和 58 年 6 月 7 日判決と同様な判断基準を示したものと
見ることができる。
さらに、外国裁判所で台湾の判決を承認する実例があったことを要する
かについて、その実例があったことを理由として相互の保証があるとした
裁判例がある。最高法院 98 (2009) 年 1 月 15 日 98 (2009) 年度台上字
80 号判決は、イギリスの裁判所が台湾の判決を承認した実例があったこ
とを理由として、イギリスの判決の承認を肯定した。最高法院 92 (2003)
年 5 月 15 日 92 (2003) 年度台上字 985 号判決及び台湾高等法院 100
(2011) 年 8月 16日 99 (2010) 年度上字 1088 号判決も同旨である。これ
に対して、台湾判決のその外国での承認の実例がなくても、外国裁判所が
明示的に台湾の判決の承認を拒否する実例が存在しなければ足りるとする
裁判例もある。最高法院 102 (2013) 年 7月 18 日 102 (2013) 年度台上字
1367 号判決は、シンガポールの裁判所が台湾判決の承認を拒否した実例
がなく、シンガポールで台湾判決の承認を期待できるとしてシンガポール
との間に相互の保証があるとした。また、日本との相互の保証の有無が争
われた台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字 290 号
判決は、日本の裁判所が台湾判決の承認を拒否した実例がなく、客観的に
日本で台湾判決の承認を期待できるとして日本との間に相互の保証がある
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とした。
2 裁判例から見た相互の保証のある諸国
前にも若干触れたが、筆者の調べた限り、相互の保証の有無につき明確
ではなく再調査をする必要があることを理由として原審判決を破棄し原審
法院に差戻した最高法院判決は過去 1 件あった。最高法院 98 (2009) 年 9
月 24 日 98 (2009) 年度台上字 1756号判決である。同事件はシンガポー
ルとの間に相互の保証の有無が争点となったものであり、最高法院は、シ
ンガポールの裁判所が台湾判決の効力を承認しない旨とする台湾の外交部
の通知や、シンガポール法で台湾判決の承認の状況が明確ではないことを
理由として、相互の保証ありとした原審判決を破棄し原審法院に差戻した。
しかしその後、原審法院である台湾高等法院の 100 (2011) 年 1月 25 日
98 (2009) 年度重上更 (一) 字 130 号判決は、シンガポールのコモンロー
により台湾判決を承認することができ、当該国で台湾判決の承認を期待で
きるとしてシンガポール判決の承認を肯定した。同事件判決は確定した。
したがって相互の保証がないとされた外国は現時点で存在しない。
これまで相互の保証ありと認められたのは、アメリカ合衆国 California
州 (台湾高等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字
125 号判決)、同 Nevada 州 (台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96
(2007) 年度訴字 6295 号判決)、イギリス (最高法院 98 (2009) 年 1月 15
日 98 (2009) 年度台上字 80 号判決、最高法院 92 (2003) 年 5月 15 日 92
(2003) 年度台上字 985 号判決、台湾高等法院 100 (2011) 年 8月 16日 99
(2010) 年度上字 1088 号判決)、ベルギー (最高法院 95 (2006) 年 6 月 29
日 95 (2006) 年度台上字 1364 号判決)、日本 (台湾高等法院 95 (2006)
年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字 290 号判決)、マレーシア (台中地方
法院 94 (2005) 年 11 月 28 日 94 (2005) 年度重訴字 233 号判決)、香港
(最高法院 93 (2004) 年 9月 23 日 93 (2004) 年度台上字 1943 号判決、台
湾高等法院 100 (2011)年 6 月 7 日 99 (2010) 年度重上字 426号判決)、韓
国 (新竹地方法院 98 (2009) 年 2月 27 日 97 (2008) 年度重訴字 194 号判
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決)、シンガポール (台湾高等法院 100 (2011) 年 1月 25 日 98 (2009) 年
度重上更 (一) 字 130 号判決、台北地方法院 99 (2010) 年 7 月 15 日 98
(2009) 年度重訴字 437 号判決、新北法院 100 (2011) 年 10 月 6 日 100
(2011) 年度重訴字 343 号判決) などである。
以上の裁判例を見てきたように、4号要件の相互の保証の有無について、
最高法院も下級審法院も非常に緩やかな見解を示し維持している。このよ
うな緩やかな見解を採った背景には、台湾と国交ある国の少なさという外
交上の窮境の現実があり、外国での台湾判決の承認を待つことなく自ら先
に積極的に外国判決の承認を肯定することにより外国での台湾判決の承認
を促すことを意図したことがあると考えられる。
註
(12) 日本では両国間の条約に基づく送達や送達条約に基づく領事送達が多いた
め、①のような問題がないようである。しかし正式外交の窮境に立たされた
台湾は、両国間の条約が殆どなく送達条約にも加盟できない状況にあり、2
号但書後段の台湾の法院を通じての協力送達を挿入せざるをえない。この協
力送達の意味が外国裁判所で知られていないことや、被告が判決国に定住せ
ず台湾と行来する場合が少なくなく判決国が送達を行った際に被告が台湾に
滞在したことで判決国で擬制的送達を行ったことが多いことが問題の原因事
実である。
四 台湾における中国判決の法的扱い
前述したように、中国判決の承認及び執行について、特別法としての
「台中関係条例」74条による。同条の規定を民事訴訟法 402条 1項の外国
判決の承認の規定と比べると、「判決の『承認』」ではなく「判決の『認
可』」が用いられること、それにより中国判決の効力を認めるかにつき非
訟事件法に基づいて非訟事件として扱って「判決」ではなく「裁定」を
もって結論を下すこと、「認可」要件につき同条例 74条 1項の公序良俗未
違反と同条 3項の互恵の原則の定めがあり、それぞれ民事訴訟法 402条 1
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項 3 号、4 号に準ずるものであると解することができるとしても、民事訴
訟法 402条 1項 1 号要件と 2号要件に関する明文規定はないといった諸点
で大きな違いがある。
このような文言上の違いをどう捉えるかについて、具体的には、①そ
もそも中国判決と外国判決の承認制度の性質が同様であるか、②中国判
決の効力が認められた場合、認められた判決の効力の種類がどこまで及ぶ
のか、③同条例 74条 1項の「台湾の公序良俗に違反しないこと」の意味
について、民事訴訟法 402条 1項 3 号に準ずるものであるか、それともそ
れより広い概念を意味するものであるか、④民事訴訟法 402条 1項 2 号
という外国判決で要求される適法な送達の規定 (それに関する裁判例の見
解を含む) は、中国判決においても要求されるか、⑤台湾と中国との間
に同条例 74条 3項の互恵の原則に合致するかといった諸点が問題となる。
まず ①中国判決と外国判決の承認制度の性質について、裁判例の間
に、両者を同質的なものと見る見解と、異質的なものと見る見解とが分か
れている。両者を同質的なものとしたのは士林地方法院 100 (2011) 年 3
月 31 日 100 (2011) 年度声字 110 号判決及び台北地方法院 100 (2011) 年
2月 25 日 100 (2011) 年度抗字 47 号判決がある。両判決は、中国判決も
外国判決も、いずれも我が国の判決ではなく、我が国の法院の承認を要す
る点で異ならないとした。これに対して、両者を異質的なものと明確に示
したのは、最高法院 96 (2007) 年 11月 15 日 96 (2007) 年度台上字 2531
号判決及び 97 (2008) 年 10月 24 日 97 (2008) 年度台上字 2258 号判決で
ある。両最高法院判決は、中国判決は台湾の法院が「台中関係条例」74
条に基づいて裁定をもって認可した場合はじめてその効力を認めるという
「裁定認可制」を採るものであって、原則我が国の承認がなく自動的に我
が国でその効力を認めるという「自動承認制」を採った外国判決とは異な
ると示したのである
(13)
。また、両最高法院判決は、中国判決の認可と外国判
決の承認を区別するもう一つの重要な理由はあり、それは、次に述べる認
められる判決の効力の種類にあると示した。
②外国判決が台湾で承認されれば、その外国判決の既判力、執行力や
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形成力が台湾で認められることになると解するのが通説である。これに対
して中国判決については、裁判実務では、前掲の両最高法院判決までには、
中国の離婚判決が台湾において認可されればその中国判決の形成力が台湾
で認められるとされていた
(14)
。しかし前掲の両最高法院判決は、「台中関係
条例」74条で中国判決が確定判決と同一の効力を有することまで明記さ
れているわけではないこと、認められた中国判決が同条により執行名義と
されるが、その執行名義は、強制執行法 4条 1項 1 号の確定終局判決によ
るものではなく、同条項 6号の「その他の法律の定めるところにより執行
名義とされるもの」に該当するものであることから、認められる中国判決
は、執行力を有するが、既判力を有しないとして、債務者の異議の訴えを
適法とした。①と併せてみると、最高法院は、「裁定認可制」という中国
判決認可の性質と、中国判決の執行名義性を確定判決によるものと異なり
特別の法律の定めによるもものと位置づけることを理由として、認可され
る中国判決の効力に執行力あり既判力なしという結論に達したのである。
同旨の見解が他の最高法院判決や下級審法院に支持されたものもある (最
高法院 97 (2008) 年 11月 13 日 97 (2008) 年度台上字 2376号判決、士林
地方法院 98 (2009) 年 10月 20 日 98 (2009) 年度声字 601 号判決)。
最高法院が中国判決に既判力を認めないとしたのは、被告内国人の権利
を保護すること、中国の裁判官の独立性が保障されず判決の質も担保され
ないことがあることから台湾で再度実質的な審査を行う必要があること等
によると考えられよう。しかし学説では、これに対する批判論が強く、認
可された中国判決に既判力を有するとする見解が大半であろう
(15)
。
③同条例 74条 1項の「台湾の公序良俗に違反しないこと」(公序良俗
未違反) の意味について、裁判例の間に、民事訴訟法 402条 1項 3 号に準
ずるものと捉える見解と、それより広く認可の基本原則と捉える見解があ
る。前者の見解は、中国判決と外国判決の承認の要件に関する立法的体裁
の相違に着目し、民事訴訟法 402条 1 号と 2号要件の内容が明記されてい
ないのは立法者が意図的にそれらを排除したこと (黙示的排除) によると
解した上、明記された同条例 74条 1項の「公序良俗未違反」の意味は民
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事訴訟法 402条 1項 3 号に準ずるものとしたものである (台湾高等法院
99 (2010) 年 1月 25 日 99 (2010) 年度抗字 1 号判決)。この捉え方によ
れば、中国判決の内容とその訴訟手続が台湾の公序良俗に違反しないこと
を要することになる。これに対して、台北地方法院 100 (2011) 年 2月 25
日 100 (2011) 年度抗字 47 号判決は、同条例 74条 1項は中国判決を認可
するための基本原則かつ概括的な要件であり、その具体的な考慮要素は、
個々の事件で個別的に具体的に法院に委ねられ判断されるものであり、民
事訴訟法 402条 1項より広い裁量が法院に与えられるものと解した。言い
換えれば同条例 74条 1項の公序良俗未違反の意味について、民事訴訟法
402条 1項 3 号の射程範囲以外の考慮要素も含まれるものとしたのである
(台北地方法院 99 (2010) 年 10月 25 日 99 (2010) 年度抗字 125 号判決も
同旨)。
④民事訴訟法 402条 1項 2 号但書という外国判決で要求される適法な
送達の規定 (それに関する裁判例の見解を含む) が、中国判決においても
同様に要求されるかについて、裁判例の間に、肯定的と否定的見解が分か
れている。
肯定的な見解を採った裁判例は、少数である。しかも適法な送達の規定
が中国判決にも要求されるとする理由は一様ではない。たとえば台北地方
法院 100 (2011) 年 2月 25 日 100 (2011) 年度抗字 47 号判決は、前述し
たように「台中関係条例」74条の公序未違反要件を広く中国判決を認可
するための基本原則かつ概括的な要件と捉え、民事訴訟法 402条 1項の諸
要件のうち公益あるいは本国人被告の手続的権利の保護のためのものであ
れば、それらを「台中関係条例」74条の公序未違反要件に含まれるもの
と解すべきであり、また、中国の法院が送達を行った際に、認可国である
台湾に居住した被告に送達を行う場合、外国判決の送達方法に準じて台湾
の法院を通じての協力送達を行わなければ適法な送達ではないとした上、
台湾と中国は 2009 年 4月 26日に司法互助協定が締結されており、協定 7
条で司法文書の送達互助の規定が定められ、対中窓口である財団法人海峡
交流基金により「司法文書及び行政文書送達作業規定」が制定されており、
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本件中国の法院がこれらの諸規定により台湾の法院を通じての協力送達を
行うべきであるとしたところ、中国で公示送達を行ったことが、民事訴訟
法 402条 1項 2 号但書の不承認事由に該当し、台中関係条例 74条の公序
良俗未違反の要件を充たさないとして、当該中国判決の認可を否定した。
また、台北地方法院 99 (2010) 年 10月 25 日 99 (2010) 年度抗字 125
号判決も、前掲台北地方判決と同様な理由をもって、民事訴訟法 402条 1
項 2 号但書の充否が争点である最高法院 91 (2002) 年度台上字 1924 号判
決に依拠しつつ、本件中国の法院が台湾に居住した被告に公示送達を行っ
たことが、台湾では適法な送達ということはできないとして、当該中国判
決の認可を否定した。そして、士林地方法院 100 (2011) 年 3月 31 日 100
(2011) 年度声字 110 号判決も、前述した中国判決と外国判決の承認の性
質の同一性を理由として、民事訴訟法 402条 1項 2 号但書が中国判決に類
推適用されるべきとしたうえ、前掲の最高法院 91 (2002) 年度台上字
1924 号判決に依拠して、本件中国の法院が台湾に居住した被告に公示送
達を行ったことが、台湾では適法な送達ではないとして、当該中国判決の
認可を否定した。
さらに、以上の諸判決で民事訴訟法 402条 1項 2 号ないし 1項全体では
なく、同法条項 3 号の手続的公序未違反の意味を台中関係条例 74 条の
「公序良俗未違反」の概念に取り入れて、台湾に居住した被告に公示送達
を行ったことが、台湾では適法な送達ではないとした判決もある (台湾高
等法院 100 (2011) 年 3月 24 日 99 (2010) 年度非抗字 182 号判決)。
これに対して、民事訴訟法 402条 1項 2 号但書という外国判決で要求さ
れる適法な送達の規定が、中国判決においては同様に要求する必要がない
とした判決は少なくない。主要な理由は、台中関係条例 74条と民事訴訟
法 402条が立法構造上異なること、中国判決につき民事訴訟法 402条 1項
3 号と 4 号に相当する同条例 74条の公序良俗未違反と互恵の原則しか要
求されず、同法同条 1 号と 2号の内容は明記されない以上、類推適用され
る余地はない、ということである (士林地方法院 98 (2009) 年 10月 20
日 98 (2009) 年度声字 601 号判決)。
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最後に、⑤台湾と中国との間に同条例 74条 3項の互恵の原則に合致す
るかについて、同条例 74条 3項の互恵の原則の規定が民事訴訟法 402条
1項 4 号に準ずるものであると解するのが一般的であり、しかも中国最高
人民法院 1998 年制定の「台湾民事判決に対する人民法院の認可に関する
最高人民法院の規定」2条や 19条によれば、台湾の判決が中国において
その効力の認可を申立てることができる。これらの規定から、台湾と中国
とは前掲の互恵の原則に合致すると解しうるため、裁判実務では、互恵の
原則の有無は問題ない。
註
(13) しかし、台中関係条例 74条と民事訴訟法 401条とは、「認可」と「承認」
という文言上の違いがあるとはいえ、実質的には両者とも「自動承認制」を
採るものと筆者が考える。最高法院が中国判決と外国判決を区別する理由は、
むしろ判決の効力にあると考える。
(14) たとえば台湾高等法院 94 (2005) 年度家抗字 188 号裁定、最高行政法院
91 (2002) 年 11月 21 日 91 (2002) 年度判字 2062 号判決、台中高等行政法
院 90 (2001) 年 6 月 14 日 89 (2000)年度訴字 686号判決。
(15) 陳栄宗ほか『民事訴訟法 (上) (改訂 4 版)』(2005 年) 114 頁、張文郁
「論大陸判決的承認――兼評最高法院九十六年台上字第二五三一号判決和九
十七年度台上字第二三七六号民事判決」月旦法学雑誌 178 号 (2010 年 2月)
246 頁以下、伍偉華「経台湾法院裁定認可確定之大陸民事確定裁判及仲裁判
断是否有既判力？――最高法院 96年度台上字第 2531 号判決、97 年度台上
字第 2376 号判決之分析」(台湾大学) 法学論叢 38 巻 4 号 (2009 年 12 月)
385頁以下、李永然ほか「経台湾法院認可之大陸民事確定判決是否有既判
力？兼評最高法院 96年度台上字 2531 号判決」軍法専刊 55 巻 3 号 (2009 年
6 月) 101頁以下。
五 結びに代えて
以上、台湾における、中国判決の法的扱いを含む外国判決の承認に関す
る裁判例を中心に見てきた。最後に、日台の相互の判決の承認の可能性に
ついて考えてみたい。まず日本判決が台湾においてその承認を申立てられ
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た場合、1 号要件及び 3 号要件は問題はないであろう。4 号要件について
は、前述した、「相互の保証」に関する緩やかな見解を示し日本判決の承
認を肯定した台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字
290 号判決が先例として存在することや、台湾裁判例で全体として緩やか
な解釈が維持されていることから、本要件を充たす見込みは十分あろう。
2号要件については、被告が日台間に頻繁に行来すること、送達を行った
際に被告が台湾に居住したということが予想されうるため、被告への適法
な送達に十分に注意を払う必要がある。台湾に居住した被告に送達を行っ
た場合、前述した、公益財団法人交流協会及び台湾の法院を通じて「互恵
の原則」表明書を付して協力送達を行う、という技術的な手続を済ませば
本号要件を容易に充たすことが可能であろう。
また、台湾判決の承認が日本で申し立てられた場合は、前述した台湾に
おける外国判決の承認の要件が日本民事訴訟法 118条と大きく異ならない
ことや、前掲の台湾での日本判決の承認の実例が存在すること等から、台
湾判決の日本での承認の可能性が高いと考えられよう。そうであれば、日
台の相互の判決の承認及び執行の問題を円滑に解決することができ、日台
間の国際取引紛争において仲裁や和解のほか、国際訴訟も紛争解決手段と
して確立することを期待することができよう。
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